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１ は じ め に 

平 成 １ ９ 年 ７ 月 か ら 運 用 を 始 め た オ ン ブ ズ マ ン 制 度 が ２ 年 を 経 過 し た こ と か 

ら 、 平 成 ２ １ 年 度 は 、 こ れ ま で の 運用状 況 の 検 証 と 制 度 の 見 直 し を 行 い ま し た 。 

オ ン ブ ズ マ ン 制 度 は「 市 政 に 関 する 苦情 を 公 正・中 立 的 な 立 場 か ら 処 理す る制 

度 で あ る た め 、市 民 の 皆 さ ん に納 得 いた だ け る 透 明 性 の 高 い も の で な け ればな ら 

な い 」と い う 考 え の も と 、小 越芳 保 氏と 春 日 勉 氏 の 両 オ ン ブ ズ マ ン の 積 極的な 参 

画 を 得 な が ら 、 昨 年 ７ 月 か ら 検 証 と見直 し に 取 り 組 み ま し た 。 

本 市 の オ ン ブ ズ マ ン 制 度 に つ い て 、 両 氏 が こ れ ま で の 経 験 を 活 か し つ つ 、 公 

正・中 立 的 な 立 場 か ら 検 証 内 容 を分 析し 、こ れ か ら も こ の 制 度 が 市 民 の皆 さん に 

信 頼 さ れ 続 け る た め に は ど う あ る べきか と い う 観 点 か ら 示 さ れ た 意 見 は、強力 に 

制 度 の 見 直 し を 推 し 進 め る も の と なりま し た 。 

昨 年 １ １ 月 に 検 証 結 果 と 見 直 し 内 容をと り ま と め 、本 年 １ 月 か ら 新 たな 執 務体 

制 等 に よ り 運 用 を 開 始 し て い ま す 。 

ま た 、本 年 ３ 月 に は 制 度 発 足 以来 ご 活躍 い た だ い た 神 戸 学 院 大 学 准 教 授 春日勉 

氏 か ら 同 大 学 准 教 授 の 福 嶋 敏 明 氏 へオン ブ ズ マ ン の 交 代 が あ り ま し た 。 

な お 、オ ン ブ ズ マ ン へ の 苦 情 申 立て 件数 に つ い て は 、平 成 ２ １ 年 度 は ３件 にと 

ど ま り ま し た 。こ れ は 、制 度 の発 足 以前 か ら 潜 在 し て い た 苦 情 が こ の ２ 年間で オ 

ン ブ ズ マ ン に 申 立 て ら れ た こ と や 市 の 業 務 に 改 善 の 兆 し が 見 ら れ つ つ あ る こ と 、 

あ る い は 市 民 の 皆 さ ん へ の 広 報 が 不十分 で あ っ た こ と な ど 、幾 つ か の原 因 が考 え 

ら れ る と こ ろ で す 。 

い ず れ で あ っ て も こ の 制 度 は ご 利 用いた だ い て こ そ 、そ の 機 能 を 発 揮す る 制度 

で あ り 、本 市 に は オ ン ブ ズ マ ン制 度 があ る と い う こ と を よ り 認 識 し て い ただく こ 

と が 大 事 で あ る と 考 え て い ま す 。 

市 民 の 皆 さ ん か ら 信 頼 さ れ 、よ り利 用さ れ る 制 度 で あ り 続 け ら れ る よ う、これ 

ま で 以 上 に 広 報 に も 努 め て ま い り ますの で 、今 後 と も ご 理 解 と ご 協 力を 賜 りま す 

よ う よ ろ し く お 願 い 申 し 上 げ ま す 。 

平 成 ２ ２ 年 （ ２ ０ １ ０ 年 ） ４ 月 

明 石 市 政 策 部 市 民 相 談 課
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２ オ ン ブ ズ マ ン の 所 感 「明石市行政オンブズマンの果たせる役割」 

代表オンブズマン 小越 
こ ご し 

芳 
よし 

保 
やす 

平成１９年７月にこの制度は発足しました。オンブズマン体験からその役割につきご 

理解をいただきたく、体験的手順を振り返ってみます。 

① オンブズマン活動は、市民の皆さんからの申立によって始まることになっています。 

しかし、実際には申込む前に、相談をされる方がほとんどのようです。 

相談には、電話や来庁されて、事務局に大方の話しをされて、オンブズマン制度で取 

り扱うことができるかどうかを確かめようとされておられるようです。事務局との対話 

から取り扱われるかどうか確信することができなかったり、なにはともあれオンブズマ 

ンに話しを聞いて貰いたいと希望されたりする方がおられます。その場合には、ご都合 

をオンブズマンの執務日(木曜日の午後)と調整して来庁いただくことにしています。 

② 話しをお伺いするときは、できるだけ時間をかけて、相談者の自由なお話をお伺い 

するようにしています。お話の中から本当に訴えかけたいことはどこにあるかを感じ取 

るように努めています。そして、申立意思の有無をお尋ねしながら、申立の書式をお渡 

しするようにしています。 

申立の書式をお渡ししても、実際には申立をされない方もしばしば居られます。オン 

ブズマンとの話からその人なりに納得されたのかもしれないと、推察しております。 

③ 申立書を頂きますと、調査を開始します。市役所の関係部所に取り扱い根拠となる 

規則、その一般的実情から、申立人とのやりとりまでを調査していきます。この場合、 

申立人とのやりとりに問題があるときは、申立人との利害関係が認められることから、 

勧告や意見表明をすることになります。 

④ また、関係部所は、取り扱いの規則にしたがっているが、実情に問題があると感じ 

られることがあります。この場合は、申立人に対する非違があると認めることは困難で、 

申立案件として関係部所に対して勧告や意見表明をすることはできません。 

しかし、オンブズマンは、この様な場合には、その制度を改める方策を考慮します。 

その可能性が認められるときは、自己発意により、調査し意見表明をすることがありま 

した。そして、関係部所により取り扱いの規則が改定されたこともありました。 

⑤ この様に、市民の皆さんから、相談や申込みをいただき、申込者のご希望に沿えな 

いことがあっても、多くの市民の皆さんの市役所利用の利便に役立つこともあります。 

市民の皆さんに、オンブズマン制度の存在を認識していただき、どしどし相談や申込み 

をしていただき、良き明石市に育てて行くことができることを願ってやみません。
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２ オ ン ブ ズ マ ン の 所 感 明石市行政オンブズマンを経験して 

オンブズマン 春日 
か す が 

勉 
つとむ 

2007 年 7 月に、明石市に行政オンブズマン制度が導入され、その最初のオンブズマンと 

して任命して頂いて以来、 2 年と 9 カ月、 様々な経験をさせていただきました。 私自身は、 

2010 年 3 月に退任させていただきましたので、これまでの感想を若干述べさせて頂きま 

す。

窓口業務だけでは十分に解決できない市民の方々の苦情や相談を受け付け、お話をお 

聞きすることから、オンブズマンとしての職務が始まります。その後、関係部署の方を 

お呼びして、事実確認をするとともに、苦情や相談の内容を吟味した上で、現行の条例 

や規則等に照らし合わせながら運用上の見直しをすべきかどうか、運用規程等の改善が 

可能かどうかを話し合いました。また、必要な場合には、現場へ赴き、関係する方々の 

説明をお聞きし、自らも五感を使って当該事案の問題点を確認するという作業を致しま 

した。公正中立な判断が求められているオンブズマンとしては、できる限り苦情を申立 

てられた市民の方のお気持ちに配慮しながら、お話の内容を十分に把握し、関係部署よ 

りご提供頂きました資料に基づきまして、当該事案を慎重に検討した上で、適切な結論 

を見出せるよう努めてきたつもりです。 

オンブズマン制度の導入をきっかけに、さまざまな課題も見えてきました。一律・平 

等な行政の適用を意識する余り実質面に意識が行き渡らず運用が形骸化し問題が起きて 

いたこと、日々の業務に追われる中で、職員の方が問題点に気が付いていたとしてもそ 

れを修正する機会のないまま過ぎていたこと、また、関係部署間での情報の迅速な伝達 

や共有が十分にできていないために、対応できたはずのこともできないままでいたこと 

などです。相談の中には、当初から関係部署間で話し合って頂いていれば、その場で解 

決できていたはずのものもありました。よく言われることですが、行政の窓口へ赴き相 

談をしようとすると「たらいまわし」にあうといったこともこのような機能の欠落が原 

因ではないかと思います。窓口を一元化し、相談には柔軟に対応する、適切な部署を迅 

速に紹介する(すでに明石市では市民相談課がその役割を担っておられると思いますが)、 

それをきっかけに、関係部署間での話し合いを持ち、対応の適否を検討するなど、これ 

からは行政の基本的な姿勢として求められていくことでありましょう。こうしたことか 

ら、オンブズマン制度というものは個別具体的事案の解決と、関係する制度の見直しや 

運用上の改善だけではなく、行政の執務の在り方自体を問い直すよいきっかけになった 

と思われます。また、オンブズマン制度により、市民の方々からすればベールに包まれ 

た行政の執務の内容や其々の部署が果たしている役割を知る良いきっかけになっている 

と思うのです。相談にこられた市民の方への説明やオンブズマンから公表される審査結 

果報告は、そのような機能を果たしていると思います。今後も、オンブズマン制度が、 

市民の方々の市政に対する理解を深め、積極的に行政へ協力して頂けるような意義のあ 

る制度として定着していくことを望んでいます。 

最後になりますが、2 年 9 カ月にわたりましてご協力頂き、支えていただきました関係 

者のみなさま方に深く御礼を申し上げ、挨拶にかえさせて頂きます。
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３ オ ン ブ ズ マ ン 制 度 の 利 用 状 況 

(1) オ ン ブ ズ マ ン 制 度 に つ い て の 問 合 せ 

件 数 １ ７ 件 

① 内 容 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

内 容 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 1２ １ ２ ３ 

内容 
別計 

(ｱ) 苦 情 申 立 て の 相 談 ３ １ １ ０ ０ ３ ０ ０ ０ １ ０ ３ 12 

(ｲ) 制 度 に 関 す る 質 問 ０ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ３ 

(ｳ) 制度に対する意見・批判 ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

(ｴ) 担当課からの情報提供 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

月 別 計 ３ ３ １ １ １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ４ 17 

② 方 法 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

方 法 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

方法 
別計 

(ｱ) 電 話 ２ ２ １ １ １ ２ ０ ０ ０ １ ０ ２ 12 

(ｲ) 来 庁 １ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ５ 

月 別 計 ３ ３ １ １ １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ４ 17 

(2) オ ン ブ ズ マ ン の 面 談 ・ 相 談 

件 数 １ ２ 件 

① 状 況 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

状 況 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

状況 
別計 

(ｱ) 苦情申立てを受けての面談 ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

(ｲ) 苦情申立てにならなかった相談 １ ２ ２ ０ ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 11 

月 別 計 １ ２ ２ ０ ２ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 12
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(3) オ ン ブ ズ マ ン へ の 苦 情 申 立 て 

件 数 ３ 件 

① 方 法 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

方 法 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

方法 
別計 

(ｱ) 持 参 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

(ｲ) 郵 送 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ 

(ｳ) フ ァ ク シ ミ リ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

月 別 計 ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ ０ ３ 

※ オ ン ブ ズ マ ン 制 度 で は 、苦 情 申 立 て の 内 容 を 詳 し く 理 解 す る た め 、オ ン ブ ズ 

マ ン と の 面 談 に ご 協 力 い た だ い て い ま す が 、必 ず 面 談 し な け れ ば な ら な い も の 

で は あ り ま せ ん 。 

② 対 象 機 関 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

対 象 機 関 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 

対 象 

機 関 

別 計 

(ｱ) 芸 術 部 文 化 振 興 課 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

(ｲ) 都市整備部建築室住宅課 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

(ｳ) 財務部税務室資産税課 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ 

月 別 計 ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ０ ０ ０ １ ０ ３
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③ 行 政 組 織 別 申 立 て 内 容 

行 政 組 織 件 数 受付年月日 内 容 処 理 

(ｱ) 芸 術 部 文 化 振 興 課 １ 件 平成 21 年 7 月 1 日 
明 石 市 文 化 芸 術 創 生 会 議 委 員 
に 選 ば れ た 方 の レ ポ ー ト の 公 
開 に 関 す る こ と 

H21.7.９ 

完 了 

( ｲ ) 都 市 整 備 部 建 築 室 
住 宅 課 

１ 件 平成 21 年 10 月 29 日 
市 営 住 宅 の 家 賃 の 減 免 開 始 時 
期 と 減 免 制 度 の 周 知 に 関 す る 
こ と 

H21.12.10 

完 了 

( ｳ ) 財 務 部 税 務 室 資 産 

税 課 
１ 件 平成 22 年 2 月 3 日 

５ 年 を 経 過 し た 固 定 資 産 税 ・ 
都 市 計 画 税 過 誤 納 金 の 還 付 に 
関 す る こ と 

H22.3 .5 

完 了 

合 計 ３ 件 

④ 処 理 結 果 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

処 理 結 果 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 1２ １ ２ ３ 

処 理 

結 果 

別 計 

(ｱ) 苦情申立ての趣旨に沿ったもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

(ｲ) 苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ２ 

(ｳ) 調査を打ち切り・中止したもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

(ｴ) 調査しないこととしたもの ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

(ｵ) オンブズマンが意見を表明したもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

月 別 計 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ３ 

※ 調 査 継 続 中 ０ 

計 ３
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(４ ) オ ン ブ ズ マ ン の 自 己 の 発 意 に 基 づ く 調 査 

件 数 １ 件 

① 対 象 機 関 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

対 象 機 関 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 1２ １ ２ ３ 

対 象 
機 関 

別 計 

(ｱ) 都市整備部建築室住宅課 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ 

月 別 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ 

② 行 政 組 織 別 調 査 内 容 

行 政 組 織 件 数 調査実施年月日 内 容 処 理 

(ｱ) 都 市 整 備 部 建 築 室 住 
宅 課 

１ 件 平成 22 年 1 月 8 日 
市 営 住 宅 の 家 賃 の 減 免 申 請 の 
取 り 扱 い に 関 す る こ と 

継 続 

合 計 １ 件 

③ 処 理 結 果 別 件 数 内 訳 （ 単 位 ： 件 ） 

月 

処 理 結 果 
４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 1２ １ ２ ３ 

処 理 

結 果 

別 計 

(ｱ) オンブズマンの意向に沿ったもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

(ｲ) オンブズマンが意見表明したもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

月 別 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

※ 調 査 継 続 中 １ 

計 １
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(５ ) 区 分 別 処 理 状 況 （ 単 位 ： 件 ） 

区 分 件 数 

処 理 件 数 ４ 

１ 苦 情 申 立 て ３ 

(1) 処 理 を 終 了 し た も の ３ 

① 苦 情 申 立 て の 趣 旨 に 沿 っ た も の ０ 

(ｱ) 調 査 の 過 程 で 解 決 し た も の ０ 

(ｲ) 勧 告 し た も の ０ 

(ｳ) 意 見 表 明 し た も の ０ 

② 苦 情 申 立 て の 趣 旨 に 沿 え な か っ た も の ２ 

③ 調 査 を 打 ち 切 り ・ 中 止 し た も の ０ 

(ｱ) 調 査 を 打 ち 切 っ た も の ０ 

う ち 、 苦 情 申 立 て の 取 下 げ に よ る も の ０ 

(ｲ) 調 査 を 中 止 し た も の ０ 

④ 調 査 を し な い こ と と し た も の １ 

(ｱ) 所 管 外 と な っ た も の ０ 

ａ 裁判や行政上の不服申立手続等で審理中又は審理済のもの ０ 

ｂ 監査委員が請求に基づき監査中又は監査済のもの ０ 

ｃ 議 会 に 関 す る も の ０ 

ｄ 職 員 の 自 己 の 勤 務 内 容 に 関 す る も の ０ 

ｅ オ ン ブ ズ マ ン の 行 為 に 関 す る も の ０ 

(ｲ) 調 査 対 象 外 で あ る こ と が わ か っ た も の １ 

ａ 市の機関の業務の執行や当該業務に関する職員の行為に当たらないもの ０ 

ｂ 苦 情 申 立 人 が 利 害 を 有 し な い も の ０ 

ｃ 事 実 の あ っ た 日 か ら １ 年 を 経 過 し た も の ０ 

ｄ 内 容 が 虚 偽 、 不 適 切 な も の ０ 

ｅ 調 査 す る こ と が 相 当 で な い も の １ 

(2) 調 査 継 続 中 の も の ０ 

２ オ ン ブ ズ マ ン の 自 己 の 発 意 に 基 づ く 調 査 １ 

(1) 処 理 を 終 了 し た も の ０ 

① オ ン ブ ズ マ ン の 意 向 に 沿 っ た も の ０ 

② オ ン ブ ズ マ ン が 意 見 を 表 明 し た も の ０ 

(2) 調 査 継 続 中 の も の １
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４ 処 理 事 例
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(1) 処理事例１ 調査をしないこととしたもの 

苦情申立て対象機関 文化芸術部文化振興課 

苦情申立ての内容 

明石文化芸術創生会議委員（以下「委員」という。）の募集がありまし 

たので、応募しました。 

募集要項には、応募用紙と「明石の魅力ある文化芸術の創造と発展に向 

けての思い」 をテーマにしたレポートをもとに書類選考することが記載さ 

れており、 選考の結果、 応募の意向に添えない旨の書面をいただきました。 

そこで、 委員に選ばれた方のレポートを参考にさせていただきたいと思 

い、その方のレポートの公表を担当課に申し入れたのですが、個人情報保 

護のために明らかにできないと断られました。 

しかし、選ばれた方のレポートを公開することは、その方の名誉にこそ 

なりますが、個人情報の流出に当たらないと考えますので、委員に選ばれ 

た方のレポートを公表してほしい。 

調査結果等 

オンブズマンは、 苦情申立書の内容から、 申立人が求めておられるのは、 

委員に選ばれた方のレポートという市が業務上取得した文書の公開であ 

ると理解しました。 

市では、情報公開の総合的推進に関し必要な事項を定めるとともに、市 

民の知る権利を尊重し、公文書の公開を請求する権利を明らかにし、市政 

に関し市民に説明する責務が全うされるよう「明石市情報公開条例」（以 

下「情報公開条例」という。）を制定し、情報公開条例に基づく情報公開 

制度の運用に努めています。 

申立人が求めておられる公文書の公開請求の手順や公開内容の決定に 

不服がある場合の救済手続などは、 情報公開条例と明石市情報公開条例施 

行規則に定められています。 

オンブズマンが調査の対象とするのは、 苦情の原因となった事実につい 

て利害を有する市政に対する苦情のうち、情報公開制度をはじめ、 裁判制 

度や行政不服審査制度など、 オンブズマン制度以外にも様々な救済制度が 

あるなかで、 オンブズマン制度で調査することが相当であると認められる 

苦情であり、 オンブズマンが他の法的手段により解決を図ることが相当で 

あると認めるときは、当該苦情を調査しないことを「明石市行政オンブズ 

マン設置要綱」第１１条第１項第５号で定めています。 

この度申立てられた苦情は、 まさしく情報公開の制度によって明らかに 

することが相応しい内容であると判断しましたので、 オンブズマンは調査 

しないこととしました。 

苦情申立ての受付年月日 平成２１年（２００９年） ７月 １日 要した日数 

調査結果通知年月日 平成２１年（２００９年） ７月 ９日 ８日間
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(2) 処理事例２ 苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの 

苦情申立て対象機関 都市整備部建築室住宅課 

苦情申立ての内容 

平成１９年３月に会社を定年退職し、翌月から１年間は同じ会社でパ 

ート勤務、そして平成２０年４月からは無職の年金生活と勤務形態の変 

化や退職で所得が減っているにもかかわらず、定年退職前と同額の市営 

住宅の家賃が口座から引き落としされており、家賃の納付が困難になる 

とともに、疑問を感じていました。 

そのため、平成２０年７月に住宅課へ相談したところ、減免申請の制 

度があるということで、その手続を済ませて減額してもらえたのです 

が、減免は申請した月から認められるため、無職となった平成２０年４ 

月から平成２０年６月までの家賃については減額できないということ 

でした。 

しかし、これまでに家賃の減免制度があることを見聞きしたことはな 

く、この度の相談で初めて知った状態であるのに手続きの遅れを理由に 

減免が認めてもらえないことに納得できません。 

減免制度を周知するとともに、無職となった平成２０年４月以降は所 

得等に何ら変わりはなく減免が認められる状態にあったのだから、平成 

２０年４月に遡って減免を認めてほしい。 

調査結果等 

苦情申立てを受けてオンブズマンは、平成２１年１１月１２日に住宅 

課から関係資料の提供とその説明を受け、職員に聴き取り調査を行いま 

した。 

まず、減免申請そのものは、「明石市営住宅条例」で一定の条件を満 

たせば市営住宅の家賃を減免できること（第２０条）、「明石市営住宅 

条例施行規則」で減免を受けようとする人は市長に申請しなければなら 

ないこと（第１６条）を定めています。 

次に減免の具体的な基準や手続きについては、要綱や手順書があり、 

住宅課ではこれらに従い減免申請の事務処理にあたっているとのこと 

でした。 

そして、申立人が求められている減免の遡っての適用に関しては、手 

順書の中で、申請日の属する月の家賃から減免を適用することが明記さ 

れており、統一したルールのもとに処理されていることを確認しまし 

た。

また、申立人が納得できない理由として挙げられている減免制度の周 

知については、 住宅課が毎年１月に入居者へ郵送する 「収入認定通知書」 

の裏面に家賃の減免に関する説明文が記載されており、年に一度は周知 

がされているということになります。 

以上のとおり調査した結果、オンブズマンとしては、無職となってか 

ら減免を申請するまでの間も減免が認められた状況にあったのだから 

遡って認めてほしいと思う申立人の気持ちは理解できますし、市営住宅 

の家賃の減免に関してより望ましい取り扱いを模索する余地が、住宅課 

の事務処理にはあるように感じるところではありますが、そうであるか 

らと言って現行の諸規定、 また、 それらに基づく住宅課の事務の執行に、 

これまでの取り扱いを覆して減免しなければならないような不備は認 

められないと判断し、今回の調査を終えることにしました。 

苦情申立ての受付年月日 平成２１年（２００９年）１０月２９日 要した日数 

オンブズマン面談年月日 平成２１年（２００９年） ９月１７日 ‐ 

市の機関への調査年月日 平成２１年（２００９年）１１月１２日 １４日間 

調査しない旨の通知年月日 平成２１年（２００９年）１２月１０日 ４２日間
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(3) 処理事例３ 苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの 

調査対象機関 財務部税務室資産税課 

苦情申立ての内容 

昭和 53年度から平成 21年度までに総額 200 万円近くの固定資産税を 

納めてきました。平成 21 年５月に市へ評価額の見直しを依頼したとこ 

ろ、間違いであることが判明し、過去５年分の平成 17 年度までの過誤 

納金約 30 万円の還付を受けたのですが、決まりであるということで、 

平成 16 年度以前の過誤納金については返してもらうことができません 

でした。 

しかし、土地の現地状況の把握もしないで 30 年以上も誤った税額で 

納めさせておきながら、見直しを依頼しなかった納税義務者の落ち度で 

済まされ、決まりであるからということで過去５年分の過誤納金しか還 

付されないことに納得できません。 

平成 16年度以前に納めすぎた税金についても還付してほしい。 

調査結果等 

オンブズマンは資産税課の職員に聴き取り調査を行いました。 

資産税課によると、この度の固定資産税及び都市計画税の過誤納金の 

還付は、申立人から土地の評価の見直し依頼を受け、申立人の土地（以 

下、「当該土地」という。）の課税地目を原野から山林に認定替えした 

ことにより生じたものでありますが、申立人が当該土地を取得した当時 

に遡り認定替えしなければならなかった必然性は認められず、そのこと 

を示すものとして当該土地の状態を撮影した写真が提示されました。 

また、土地所有者が自分の土地について確認する機会としては、縦覧 

制度や閲覧制度を設けているほか、平成５年からは納税義務者に通知す 

る課税明細書に評価額や課税地目を表示することとしており、できるだ 

け土地所有者が自分の土地の評価や登録内容を確認できるように努め 

ているとのことでした。 

法令等の規定を確認しますと、５年を経過した固定資産税及び都市計 

画税の還付に関しては、地方税法に「還付金に係る地方団体に対する請 

求権は、その請求をすることができる日から５年を経過したときは、時 

効により消滅する。」（第 18条の３）と規定されています。 

原野と山林の区別は、明確に判別できる状態にあるものもあれば、 

徐々に原野から山林へ移行する途中段階の微妙な状態にあるものも考 

えられ、当該土地の写真を見るかぎり、明確にどちらであると言い切れ 

るような状態にあったとは考えられず、申立人が当該土地を取得した当 

時から土地の実状と課税地目との間に大きな隔たりがあったと言うこ 

とはできません。 

時の経過とともにいつ頃かに原野が山林となったと考えることもで 

き、いつからそのような状態になったのかを特定することはできませ 

ん。このように地目を原野として課税してきたことが間違いであったと 

は言えず、申立人の土地に関する資産税課の事務処理に課税上の誤りが 

あったとは認められないと判断し、今回の調査を終えることにしまし 

た。 

苦情申立ての受付年月日 平成２２年（２０１０年） ２月 ３日 要した日数 

市の機関への調査年月日 平成２２年（２０１０年） ２月２５日 ２２日間 

調査結果通知年月日 平成２２年（２０１０年） ３月 ５日 ３０日間
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５ 明石市行政オンブズマン設置要綱 

明石市 行政 オン ブズ マン 設置 要綱 

（設置 ） 

第１条 市 民の 市政 に関 する 苦情 を公 正か つ中立 的な 立場 で簡 易迅 速に 処理 し、並 び 

に 行 政 の 非 違 の 是 正 等 の 勧 告 及 び 制 度 の 改 善 を 求 め る た め の 意 見 を 表 明 す る こ と 

により 、市 民の 権利 利益 の擁 護を 図り、も って開 かれ た市 政の より 一層 の進 展と 市 

政に対 する 市民 の信 頼の 向上 に資 する こと を目的 とし て、本 市に 明石 市行 政オ ンブ 

ズマン （以 下「 オン ブズ マン 」と いう 。） を置く 。 

（所管 事項 ） 

第２条 オ ンブ ズマ ンの 所管 する 事項 は、市の機 関の 業務 の執 行に 関す る事 項及 び当 

該業務 に関 する 職員 の行 為と する。ただ し 、次に掲 げる 事項 は、オ ンブ ズマ ンの 所 

管とし ない 。 

(１) 裁 判 手続 又 は 行政 上 の不 服 申 立手 続 その 他 の 紛争 処 理制 度 に おい て 現に 審 理 

が行わ れて いる 、又 は既 に審 理が 行わ れた 事項 

(２) 監 査委員 が請 求に 基づ き現 に監 査を 行って いる 、又 は既 に監 査を 行っ た事 項 

(３) 議 会に関 する 事項 

(４) 職 員の自 己の 勤務 内容 に関 する 事項 

(５) オ ンブズ マン の行 為に 関す る事 項 

（オン ブズ マン の職 務） 

第３条 オ ンブ ズマ ンの 職務 は、 次の とお りとす る。 

(１) 市 政に関 する 苦情 の申 立て の内 容を 調査し 、苦 情を 簡易 迅速 に処 理す るこ と 。 

(２) 自 己の発 意に 基づ き、 事案 を取 り上 げて調 査す るこ と。 

(３) 申 立 てに 係 る 苦情 又 は自 己 の 発意 に 基づ き 取 り上 げ た事 案 （ 以下 「 苦情 等 」 

と い う 。） に つ い て 、 市 の 機 関 に 対 し 非 違 の 是 正 又 は 改 善 の 措 置 （ 以 下 「 是 正 等 

の措置 」と いう 。）を 講ず るよう 勧告 する こと。 

(４) 苦 情 等の 原 因 が制 度 その も の に起 因 する と 認 める と きは 、 当 該制 度 の改 善 を 

求める ため の意 見を 表明 する こと 。 

(５) 勧 告、意 見表 明等 の内 容を 公表 する こと。 

（オン ブズ マン の責 務） 

第４条 オ ンブ ズマ ンは 、市 民の 権利 利益 を擁護 する ため 、公 平か つ適 切に その 職務 

を遂行 しな けれ ばな らな い。 

２ オ ンブ ズマ ンは、その 職務 の遂 行に 当 たって は、市 の機 関と の連 携を 図り、相互 

の職務 の円 滑な 遂行 に努 めな けれ ばな らな い。 

３ オ ンブ ズマ ンは 、そ の地 位を 政党 又は 政治的 目的 のた めに 利用 して はな らな い。 

４ オ ンブ ズマ ンは 、職 務上 知り 得た 秘密 を漏ら して はな らな い。その 職を 退い た後 

も、同 様と する 。 

（市の 機関 の責 務） 

第５条 市 の機 関は 、オ ンブ ズマ ンの 職務 の遂行 に関 し、その 独立 性を 尊重 しな けれ 

ばなら ない 。 

２ 市 の機 関は 、オ ンブ ズマ ンの 職務 の遂 行に関 し、積極 的な 協力 援助 に努 めな けれ 

ばなら ない 。 

（オン ブズ マン の組 織等 ） 

第６条 オ ンブ ズマ ンの 定数 は 、 ２ 人と し 、 そ のう ち１ 人を 代表 オン ブズ マン とす る 。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、人 格が 高潔 で社 会的 信望が 厚く 、地 方行 政に 関し 優れ た識 見を 

有する 者の うち から 、市 長が 委嘱 する 。 

３ オ ンブ ズマ ンの 任期 は、 ２年 とし 、再 任され るこ とが でき る。 

（兼職 等の 禁止 ）
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第７条 オ ンブ ズマ ンは 、衆 議院 議員 若し くは参 議院 議員 、地 方公 共団 体の 議会 の議 

員若し くは 長又 は政 党そ の他 の政 治団 体の 役員と 兼ね るこ とが でき ない 。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、本市 と特 別の 利害 関 係にあ る企 業の 役員 その 他特 別の 利害 関係 

を有す る者 たる こと がで きな い。 

（解嘱 ） 

第８条 市 長は 、オ ンブズ マン が心 身の 故 障のた め職 務の 遂行 に堪 えな いと 認め る場 

合、又 は職 務上の 義務 違反 その 他オ ンブ ズ マンと して ふさ わし くな い行 為が ある と 

認める 場合 は、 解嘱 する こと がで きる 。 

２ オ ンブ ズマ ンは、前項 に規 定す る場 合 を除い ては、在任 中、そ の意 に反 して 解嘱 

される こと がな い。 

（苦情 の申 立て ） 

第９条 何 人も 、オ ンブ ズマ ンに 対し、市 の機関 の業 務の 執行 に関 する 事項 及び 当該 

業務に 関す る職 員の 行為 につ いて 苦情 を申 し立て るこ とが でき る。 

（苦情 の申 立手 続） 

第１０ 条 前条 の規 定に よる 苦情 の申 立て は、次 に掲 げる 事項 を記載 した 書面 によ り 

行わな けれ ばな らな い。ただ し、オ ンブ ズ マンが 当該 書面 によ るこ とが でき ない 特 

別の理 由が ある と認 める とき は、 この 限り でない 。 

(１) 苦 情を申 し立 てよ うと する 者の 氏名 及び住 所（ 法人 その 他の 団体 にあ って は、 

名称、 事務 所又 は事 業所 の所 在地 及び 代表 者の氏 名） 

(２) 苦 情の申 立て の趣 旨及 び理 由並 びに 原因と なっ た事 実の あっ た年 月日 

(３) 前 ２号に 掲げ るも のの ほか 、別 に定 める事 項 

２ 苦 情の 申立 ては 、代 理人 によ り行 うこ とがで きる 。 

（調査 対象 外事 項） 

第１１ 条 オン ブズ マン は、苦 情の 申立 て が次の 各号 のい ずれ かに 該当 する と認 める 

ときは 、当 該苦 情を 調査 しな い。 

(１) 第 ２条た だし 書に 規定 する 事項 に該 当する とき 。 

(２) 苦 情を申 し立 てた 者（以 下「苦 情申 立人 」と いう 。）が 、苦情 の申 立て の原 因 

となっ た事 実に つい て利 害を 有し ない とき 。 

(３) 苦 情 の内 容 が 、苦 情 の申 立 て の原 因 とな っ た 事実 の あっ た 日 から １ 年を 経 過 

してい ると き。 ただ し、 正当 な理 由が ある ときは 、こ の限 りで ない 。 

(４) 内 容 が虚 偽 で ある も のそ の 他 苦情 の 内容 が こ の要 綱 の目 的 に 照ら し て不 適 切 

なもの と認 めら れる とき 。 

(５) 前 各号に 掲げ るも のの ほか 、調 査す ること が相 当で ない と認 めら れる とき 。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、前項 の規 定に より 苦 情を調 査し ない とき は 、 苦 情申 立人 に対 し 、 

理由を 付し てそ の旨 を速 やか に通 知し なけ ればな らな い。 

（調査 の通 知等 ） 

第１２ 条 オン ブズ マン は、苦情 等に つい て調査 を開 始す ると きは 、関 係す る市 の機 

関に対 し、 その 旨を 通知 しな けれ ばな らな い。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、苦 情等 の調 査を 開始 した後 にお いて も、その 必要 がな いと 認め 

るとき は、 調査 を中 止し 、又 は打 ち切 るこ とがで きる 。 

３ オ ンブ ズマ ンは、申立 てに 係る 苦情 の 調査を 中止 し、又 は打 ち切 った とき は、そ 

の 旨 を 理 由 を 付 し て 苦 情 申 立 人 及 び 第 １ 項 の 規 定 に よ り 通 知 し た 市 の 機 関 に 速 や 

かに通 知し なけ れば なら ない 。 

４ オ ンブ ズマ ンは 、自 己の 発意 に基 づき 取り上 げた 事案 の調 査を 中止 し、又は 打ち 

切った とき は、そ の旨 を理 由を 付し て第 １ 項の規 定に より 通知 した 市の 機関 に速 や 

かに通 知し なけ れば なら ない 。 

（調査 の方 法）
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第１３ 条 オン ブズ マン は、苦情 等の 調査 のため 必要 があ ると 認め ると きは 、関 係す 

る 市 の 機 関 に 対 し 説 明 を 求 め 、 そ の 保 有 す る 帳 簿 等 関 係 書 類 そ の 他 の 記 録 を 閲 覧 

し、若 しく はそ の提 出を 要求 し、 又は 実地 調査を する こと がで きる 。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、苦 情等 の調 査の ため 必要が ある と認 める とき は、関係 人又 は関 

係機関 に対 し質 問し 、事 情を 聴取 し、又 は 実地調 査を する こと につ いて 協力 を求 め 

ること がで きる 。 

３ オ ンブ ズマ ンは 、必 要が ある と認 める ときは 、専 門的 又は 技術 的事 項に つい て、 

専門的 機関 に対 し、 調査 、鑑 定、 分析 等の 依頼を する こと がで きる 。 

（専門 調査 員） 

第１４ 条 オン ブズ マン の職 務の 遂行 を補 助する ため 、福 祉、教育そ の他 の専 門的 分 

野に係 る事 項を 調査 する 専門 調査 員を 置く ことが でき る。 

２ 専 門調 査員 は、 専門 的知 識を 有す る者 のうち から 、市 長が 委嘱 する 。 

３ 専 門調 査員 の任 期は 、２ 年と し、 再任 される こと がで きる 。 

４ 専 門調 査員 は、オン ブズ マン の指 示に 基づき 苦情 等に 係る 専門 的調 査を 行い 、そ 

の結果 をオ ンブ ズマ ンに 報告 する 。 

５ 第 ４条 、第 ７条 及び 第８ 条の 規定 は、 専門調 査員 につ いて 準用 する 。 

（指定 管理 者の 調査 への 協力 ） 

第１５ 条 地方 自治 法（ 昭和 ２２ 年法 律第 ６７号 ）第 ２４ ４条 の２ 第３ 項に 規定 する 

指定管 理者 は、第１ ３条 第２ 項の 規定に よ る調査 につ いて 、協 力す るよ う努 めるも 

のとす る。 

（調査 結果 の通 知） 

第１６ 条 オン ブズ マン は、申立 てに 係る 苦情の 調査 の結 果に つい て、苦情 申立 人及 

び 第 １ ２ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 通 知 し た 市 の 機 関 に 速 や か に 通 知 し な け れ ば な ら 

ない。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、自 己の 発意 に基 づき 取り上 げた 事案 の調 査結 果に つい て、第１ 

２条第 １項 の規 定に より 通知 した 市の 機関 に速や かに 通知 しな けれ ばな らな い。 

（勧告 及び 意見 表明 ） 

第１７ 条 オン ブズ マン は、苦 情等 の調 査 の結果、必要 があ ると 認め ると きは、関係 

する市 の機 関に 対し 是正 等の 措置 を講 ずる よう勧 告し 、又は 制度 の改 善を 求め るた 

めの意 見を 表明 する こと がで きる 。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、申 立て に係 る苦 情に ついて 前項 の規 定に より 勧告 し、又は 意見 

を表明 した とき は 、 苦 情申 立人 に対 し 、 そ の旨を 速や かに 通知 しな けれ ばな らな い。 

（勧告 又は 意見 表明 の尊 重） 

第１８ 条 前条 第１ 項の 規定 によ る勧 告又 は意見 表明 を受 けた 市の 機関 は、こ れを 尊 

重しな けれ ばな らな い。 

（報告 等） 

第１９ 条 オン ブズ マン は、第１ ７条 第１ 項の規 定に よる 勧告 をし たと きは 、当 該勧 

告を受 けた 市の 機関 に対 し、 是正 等の 措置 につい て報 告を 求め るこ とが でき る。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、第１ ７条 第１ 項の 規 定によ る意 見表 明を した 場合 にお いて 必要 

がある と認 める とき は、当該 意見 表明を 受 けた市 の機 関に 対し 、制 度の 改善 の状況 

につい て報 告を 求め るこ とが でき る。 

３ 前 ２項 の規 定に より 報告 を求 めら れた 市の機 関は 、当 該報 告を求 めら れた 日の 翌 

日から 起算 して ６０ 日以 内に、オン ブズ マ ンに対 し是 正等 の措 置又 は制 度の 改善 の 

状況に つい て報 告す るも のと する 。この 場 合にお いて 、是 正等 の措 置を 講ず ること 

ができ ない 又は 制度 の改 善が でき ない 特別 の理由 があ ると きは、理由 を付 して オン 

ブズマ ンに 報告 しな けれ ばな らな い。 

４ オ ンブ ズマ ンは 、申立 てに 係る 苦情 に ついて 前項 の規 定に よる 報告 があ った とき
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は、苦 情申 立人 に対 し、 その 旨を 速や かに 通知し なけ れば なら ない 。 

（公表 ） 

第２０ 条 オン ブズ マン は、第 １７ 条第 １ 項の規 定に よる 勧告 又は 意見 表明 をし たと 

き、及 び前 条第 ３項 の規 定に よる 報告が あ ったと きは 、そ の内 容を 公表 する ものと 

する。 

２ オ ンブ ズマ ンは 、前 項の 規定 によ る公 表をす るに 当た って は、明石 市個 人情 報保 

護条例（ 平成 １３ 年条 例第 １号）の趣 旨に のっと り、個 人情 報の 保護 につ いて 最大 

限の配 慮を しな けれ ばな らな い。 

（活動 状況 の報 告） 

第２１ 条 オン ブズ マン は、 毎年 、そ の活 動状況 につ いて 市長 に報 告す ると とも に、 

これを 公表 する もの とす る。 

（庶務 ） 

第２２ 条 オン ブズ マン に関 する 庶務 は、 市民相 談課 が行 う。 

（補則 ） 

第２３ 条 この 要綱 に定 める もの のほ か、 必要な 事項 は、 市長 が別 に定 める 。 

附 則 （平 成１ ９年 ５月 １８ 日制 定） 

（施行 期日 ） 

１ こ の要 綱は 、平 成１ ９年 ７月 １日 から 施行す る。 

（経過 措置) 

２ こ の 要 綱は 、 こ の 要 綱 の 施 行 の 日 （ 以 下 「 施 行 日」 と い う。） の １ 年 前 の 日 以 後 

にあっ た事 実に 係る 苦情 につ いて 適用 し、施行日 の１ 年前 の日 前に あっ た事 実に 係 

る苦情 につ いて は、 適用 しな い。


